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水上設置型太陽光発電設備の水理実験結果の概要 

1. 概要 

水上設置型太陽光発電設備（以下、水上ＰＶと呼称）では、個々のフロートを多行列に複

数連結して構成されたフロート群（アイランド）を、複数の係留索を用いて係留している。

水位変動や波浪による上下・回転等の動揺に追随させるため、係留索には余裕長があり、強

風等荒天時においてアイランド全体が変形・移動すると、係留索が弛んだ状態から緊張状態

になる時点に衝撃的な張力が発生するとともに、特定の係留索に張力が集中することが予

想される。 

本実験では、この現象を水理実験により再現し、以下について確認を行った。 

 ①フロートに作用する波力式の妥当性および補正（浮体長／波長）要否確認 

 ②係留索張力の分散状況 

 ③アイランドに作用する波力と風圧荷重の比較 

 ④フロート端部の動揺（傾斜）状況 

2. 試験内容 

水理実験は、水上設置型太陽光発電模型（縮尺率 S＝1／4）を日本大学理工学部海洋建築

工学科の造波水槽に設置し、係留索に作用する張力やフロートの動揺状況などを計測した。 

計測項目を表 2-1 に、造波水槽の概要を表 2-2 に示す。 

 

図 2-1 実験状況図 

 

表 2-1 計測項目一覧 

No. 計測項目 計測方法 備 考 

① 係留索張力 
張力計 

（リングゲージ） 
・サンプリング周波数：200Hz 

② フロートの動揺 モーションキャプチャ  

③ 波高 容量式波高計 
・入射波 
・透過波 

 



2 
 

表 2-2 造波水槽の概要 

項 目 概 要 備 考 

水槽寸法 内寸 L23.4ｍ×B6.9ｍ×H1.5ｍ 本実験は水深 1.0m で実施 

装 備 

造波装置（プランジャー式） 
一方向／多方向不規則波対応 
※本実験は一方向規則波で実施 

送風機  

曳引台車  

水槽能力 

波高：1～10cm  

周期：0.6～2.0s  

風速：1～10m/s 本実験は風速 10m/s で実施 

3. 実験条件 

3.1 実験スケール 

実験スケールは S＝1／4（フルードの相似則）とした。フロート諸元および波浪諸元に

ついて、実機スケールとの対応表を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 実機スケールと実験スケールの対応表 

 

実機スケール 実験スケール 備考
S=1/1 S=1/4

フロート諸元(メインフロート)
⻑さ L(m) 1.100 0.275
幅 B(m) 1.000 0.250
⾼さ D(m) 0.250 0.063

波浪諸元
波⾼ H(m) 0.400 0.100
周期 T(sec) 1.500 0.750
波⻑ λ(m) 3.510 0.878
L/λ 0.313 0.313

※1：実験スケールは，フルードの相似則に基づき設定。

某被災事例の被災時波浪
※弊社試算結果より設定

項  ⽬
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3.2 実験条件 

3.2.1 外力条件 

(1) 波浪条件 

本実験の波浪条件を表 3-2 に示す。実験時の水深は 1.0m とした。波浪条件は造波装置の

能力（波高：1～10cm、周期：0.6～2.0s）に基づき設定し、入射波は規則波とした。なお、

波高 10cm については、造波装置が造波し得る最短周期 0.85s と最長周期 1.2s を設定した。

入射角は β＝0 度（アイランドに対して垂直に波が入射）とし、波高 10cm について β＝30

度のケースを追加した。なお、某被災事例においては、弊社試算で波高 40cm、周期 1.5s の

波浪が発生していたと想定されている。本実験においては、波高 10cm、周期 0.85s のケー

スが当該被災波相当の波浪条件である。 

 

表 3-2 波浪条件 

   

 

 

図 3-1 造波装置（プランジャー式）（水槽から水を抜いた状態で撮影） 

波高 周期 波長 波形勾配 波高 周期
Ｈ(cm) Ｔ(sec) L(m) H/L Ｈ(cm) Ｔ(sec)

W_02-06 規則波 β＝0度 2 0.6 0.56 0.036 8 1.2
W_02-07 0.7 0.76 0.026 1.4
W_02-10 1.0 1.56 0.013 2.0
W_02-13 1.3 2.64 0.008 2.6
W_02-16 1.6 3.99 0.005 3.2
W_02-19 1.9 5.63 0.004 3.8
W_05-06 5 0.6 0.56 0.089 20 1.2
W_05-07 0.7 0.76 0.065 1.4
W_05-10 1.0 1.56 0.032 2.0
W_05-13 1.3 2.64 0.019 2.6
W_05-16 1.6 3.99 0.013 3.2
W_05-19 1.9 5.63 0.009 3.8
W_10-085 10 0.85 1.13 0.089 40 1.7
W_10-10 1.0 1.56 0.064 2.0
W_10-12 1.2 2.25 0.045 2.4
W_10-085b β＝30度 10 0.85 1.13 0.089 40 1.7
W_10-10b 1.0 1.56 0.064 2.0

波ケース名 波の種類 入射角
実験スケール(S=1/4) 実機スケール

被災波相当→ 

(弊社試算) 
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(2) 風条件 

本実験では送風機を使用して風速約 10ｍ/s の風を作用させた。風速は波上側フロート端

部にて簡易風速計で計測した。 

 

図 3-2 送風機 

3.2.2 模型条件 

(1) フロート 

アイランド構成および部材諸元を図 3-3、表 3-3 に示す。フロート模型は国内で導入事例

の多い 1 パネル／1 フロートタイプとした。フロート諸元は、国内で流通しているフロート

から一般的な形状を設定した。別途、風荷重 WG で実施されている風洞実験と同一の諸元

としている。 

 

表 3-3 アイランド部材諸元 

No. 部材名 諸 元 備 考 

① メインフロート L275mm×B250mm×H62.5mm  

② サブフロート L250mm× B75mm×H62.5mm  

③ 通路フロート L275mm× B75mm×H62.5mm  

④ 接合部 L40mm× B20mm×H2.0mm 

・硬接合部タイプ 
 (Hard Type) 
・柔接合部タイプ 
 (Flexible Type) 

⑤ パネル L500mm×B250mm ・パネル角度：10° 
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図 3-3 アイランド構成 

 

 
図 3-4 メインフロート、サブフロート、通路フロート 
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(2) フロート間接合部 

フロート間接合部は硬接合部タイプ（Hard Type）と柔接合部タイプ（Flexible Type）の 2

タイプとした。 

接合部材料の選定に当たり、接合部の曲げ試験を実施し荷重-変位特性を確認した（図 3-

5 参照）。曲げ試験結果より、実機フロートと同程度の荷重-変位特性を有するＰＶＣ（硬接

合部タイプ）とフロートと同素材であるＨＤＰＥを接合部材料として選定した。 

 

 

図 3-5 フロート間接合部の荷重-変位特性 

 

 

図 3-6 フロート間接合部 
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(3) 係留システム 

係留システムは、水底にアンカーを設置する方式とした。 

本実験ではアンカー1 箇所に対し 2 本の係留索を設置するとともに、アイランドの四方を

係留した。係留索長は全て同一とした。 

 

 

図 3-7 アイランドの係留状況 

3.2.3 実験ケース 

表 3-2 に示した波浪条件と表 3-4 に示す模型条件をもとに、実験ケースを表 3-5 のとおり

設定した（計 62 ケース）。なお、「波高 5cm、周期 10s」および「波高 10cm、周期 0.85s」

の波浪条件下においては、波浪に加えて風を作用させ、波浪・風同時作用時の実験を行った。 

 

表 3-4 接合部タイプおよびフロート列数による命名 

 

 

 

 

フロート行数 フロート列数
(波進行方向)

H3 硬接合部タイプ
(Hard Type)

H6 PVC製 6 6

F3 柔接合部タイプ
(Flexible Type)

F6 HDPE製 6 6

タイプ模型ケース名

6 3

6 3

係留索 

水中アンカー 
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表 3-5 実験ケース一覧 

 

4. 実験方法 

4.1 波高検定 

実験に先立ち、フロートがない状態で波を入射させ入射波の検定を行った。入射波の計測

位置は波上側フロート端部の位置とした。 

・計測項目：波高・周期（サンプリング周波数：200Hz）、風速 

・使用機器：容量式波高計、熱式風速計 

 

 

図 4-1 波高検定イメージ 

 

 

模型タイプ
波浪条件

－ H6_02-06 － F6_02-06
－ H6_02-07 － F6_02-07
－ H6_02-10 － F6_02-10
－ H6_02-13 － F6_02-13
－ H6_02-16 － F6_02-16
－ H6_02-19 － F6_02-19

H3_05-06 H6_05-06 F3_05-06 F6_05-06
H3_05-07 H6_05-07 F3_05-07 F6_05-07
H3_05-10 H6_05-10 F3_05-10 F6_05-10
H3_05-13 H6_05-13 F3_05-13 F6_05-13
H3_05-16 H6_05-16 F3_05-16 F6_05-16
H3_05-19 H6_05-19 F3_05-19 F6_05-19

－ H6_10-085 － F6_10-085
－ H6_10-10 － F6_10-10
－ H6_10-12 － F6_10-12
－ H6_10-085b － F6_10-085b 斜め入射
－ H6_10-10b － F6_10-10b 斜め入射

H3_05-10W H6_05-10W F3_05-10W F6_05-10W ＋風
H3_10-085W H6_10-085W F3_10-085W F6_10-085W ＋風

－ H6_10-085W_6M － F6_10-085W_6M
＋風
波上側係留索6本

－ H6_10-085W_4M － F6_10-085W_4M
＋風
波上側係留索4本

H3W H6W F3W F6W 風のみ

10-10b

05-07

10-085W

02-16

02-07

02-19

備考

02-06

02-10
02-13

－

05-10W

05-10
05-13
05-16
05-19
10-085
10-10
10-12

05-06

H3 H6 F3 F6

10-085b



9 
 

4.2 水理模型実験 

4.2.1 波高計測 

本実験では容量式波高計を用いて波高を計測した。容量式波高計のキャリブレーション

については、水を入れた筒状の容器内で容量式波高計の設置高さを変化させ（基準高さから

±2cm、±4cm、±6cm）、キャリブレーション値の算定を行った。 

 

 

図 4-2 容量式波高計の設置状況（透過波計測位置） 

4.2.2 張力計測 

係留索に作用する張力を張力計（リングゲージ）にて計測した。計測点数は次のとおり。 

・フロート 6 列：16 点（波上側 10 点＋側面 6 点） 

・フロート 3 列：14 点（波上側 10 点＋側面 4 点） 

張力計（リングゲージ）は係留索とフロートの接合部に設置した。 

容量式波高計 



10 
 

 

図 4-3 張力計（リングゲージ）設置箇所 

 

 

図 4-4 張力計（リングゲージ） 
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4.2.3 フロートの動揺状況の計測 

フロートの動揺状況はモーションキャプチャを用いて計測した。パネルにトラッカーを

設置し、次に示すモーションキャプチャを用いてフロート（パネル）の動揺状況（傾斜角度）

を計測した。 

・製品名：Optitrack 

・カメラ名称：PrimeX13 

・解析ソフト：SkycoM 

 

 

図 4-5 モーションキャプチャ諸元 

5. 実験結果 

5.1 係留索に作用する張力と波力算定式の比較 

(1) 概要 

波力算定式の妥当性を確認するため、係留索に作用する張力（合計値）と波力算定式より

算出した計算値を比較した。なお、張力は定常状態を比較対象とし、解析対象時間内におけ

る最大値を計算値と比較した。 
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図 5-1 張力の解析対象時間（ケース名：F6_10-085） 

(2) 波力算定 

水上設置型太陽光発電のような多行列の浅喫水フロートに作用する波力の算出方法はこ

れまで明確でなく、ガイドライン本編では、水理実験や数値解析により算出することを原則

としている。ただし、簡易的に算出する方法として次式に示される比較的浅喫水の小型浮体

に対する波力算出方法が紹介されている。これは波力を波高の差（波の山部と谷部の水位差）

による静水圧の値として算出するもので、波長と浮体幅による補正がなされている（図 5-2

参照）。 

波力算定に当り、水上設置型太陽光発電のような多連結浮体に対して次式を適用する方

法として、最も波上側のフロートに作用する波力を計算することとし、浮体長さＬおよび浮

体幅Ｂを図 5-3 のとおり仮定した。 

 

𝑑 ൐ 1 2⁄ ・𝐻ଵ ଷ⁄ の場合 

𝐹ௌ ൌ 𝜔଴・𝐻ଵ ଷ⁄ ・𝐿・𝑑    ：B ൐ 𝐿஺ 2⁄   

𝐹ௌ ൌ 2・𝜔଴・𝐻ଵ ଷ⁄ ・𝐿・𝑑・𝐵 𝐿஺⁄    ：B ൑ 𝐿஺ 2⁄  

𝑑 ൑ 1 2⁄ ・𝐻ଵ ଷ⁄ の場合 

𝐹ௌ ൌ 1 2⁄ ・𝜔଴・（𝐻ଵ ଷ⁄ ൅ 𝑑）
ଶ
・𝐿   ：B ൐ 𝐿஺ 2⁄  

𝐹ௌ ൌ 𝜔଴・（𝐻ଵ ଷ⁄ 2⁄ ൅ 𝑑）
ଶ
・𝐿・𝐵 𝐿஺⁄   ：B ൑ 𝐿஺ 2⁄  

 

ここで、𝑑：浮体の喫水（m） 
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𝐹௦：浮体に作用する波力（kN） 

𝐻ଵ ଷ⁄ ：設計波高（有義波高）（m） 

𝜔଴：水の単位体積重量𝜌଴𝑔（kN/m3）（淡水の場合 10.0kN/m3） 

𝐿：浮体の長さ（波の進行方向に直角な長さ）（m） 

𝐵：浮体幅（波の進行方向に対する長さ）（m） 

𝐿஺：波長（m）（深海波長とし、𝐿஺ ൌ 1.56・𝑇ଶ） 

𝑇：周期（s） 

 

 
図 5-2 浅喫水の小型浮体に対する波力算定式および模式図 

 

 
図 5-3 波力算定方式の模式図（平面図） 

(3) 張力と波力算定式の比較結果 

上記で算出した波力算定結果と波浪単独作用時の合計張力（最大値）の比較を図 5-4～図

5-6 に示す。比較結果から以下のことが明らかになった。 

・波高 H＝2.0cm および波高 H＝5.0cm においては合計張力と計算値がおおむね一致した。 

・高 H＝10.0cm のケースでは、合計張力と計算値の乖離が大きかった。 

・フロートが大きく動揺するような高波浪条件下においては、当該波力算定式の精度が 
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・低下することが確認された。 

 

 

図 5-4 計測値と計算値の比較結果（波高 H＝2.0cm） 

 

 

図 5-5 計測値と計算値の比較結果（波高 H＝5.0cm） 

 

 

図 5-6 計測値と計算値の比較結果（波高 H＝10.0cm） 

 

被災波相当波浪（F6_10-085）における合計張力、フロート傾斜角、入射波高の比較結果

を図 5-7 に示す。また、被災波相当波浪における波浪単独作用時（F6_10-085）および波浪・

風同時作用時（F6_10-085W）の波浪作用状況を図 5-8、図 5-9 に示す。 

波浪単独作用時（図 5-8）においては、波浪がアイランド端部のフロートを乗り越えてい

る様子が確認できる。 
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波浪・風同時作用時（図 5-9）においては、波浪がパネルに到達し飛沫が生じている様子

が確認できる。 

 

 

図 5-7 被災波相当波浪（F6_10-085）における合計張力、フロート傾斜、入射波高の比較

結果 

 

 

図 5-8(1/5) 波浪作用状況（ケース名：F6_10-085）動画内時間：30.8s 

 

図 5-8(2/5) 波浪作用状況（ケース名：F6_10-085）動画内時間：31.0s 

 

図 5-8(3/5) 波浪作用状況（ケース名：F6_10-085）動画内時間：31.2s 

入射波 

入射波 

入射波 
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図 5-8(4/5) 波浪作用状況（ケース名：F6_10-085）動画内時間：31.4s 

 
図 5-8(5/5) 波浪作用状況（ケース名：F6_10-085）動画内時間：31.6s 

 

 
図 5-9(1/5) 波浪作用状況（ケース名：F6_10-085W）動画内時間：44.6s 

 

図 5-9(2/5) 波浪作用状況（ケース名：F6_10-085W）動画内時間：44.8s 

 

図 5-9(3/5) 波浪作用状況（ケース名：F6_10-085W）動画内時間：45.0s 

入射波 

入射波 

入射波＋風 

入射波＋風 

入射波＋風 
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図 5-9(4/5) 波浪作用状況（ケース名：F6_10-085W）動画内時間：45.2s 

 
図 5-9(5/5) 波浪作用状況（ケース名：F6_10-085W）動画内時間：45.4s 

5.2 張力の分散特性 

(1) 波入射角β＝0°の場合 

図 5-10 に被災波相当波浪（H6_10-085）における波上側（CH8～CH18）合計張力最大時の

張力の分散状況を示す。波上側係留索（CH8～CH18）の平均張力が 4.13N であったのに対

し、CH13 で最大張力 8.10N が計測されており、平均張力に対して 1.96 倍の張力集中が確認

された。 

波入射角 β＝0°における係留索の平均張力と最大張力の比較を図 5-11 に示す。ここでの

平均張力とは、係留索に荷重が均等に分散すると仮定した場合を示す。本実験では、波入射

角 β＝0°の場合、平均張力に対し 2 倍程度の最大張力が作用した。 

 

入射波＋風 

入射波＋風 
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図 5-10 被災波相当波浪（H6_10-085）における張力の分散状況 

 

 

図 5-11 波浪単独作用時の最大張力と平均張力の比較 
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(2) 波入射角β＝30°（斜め入射）の場合 

図 5-12 に被災波相当波浪の斜め入射ケース（H6_10-085b）における波上側（CH8～CH18）

合計張力最大時の張力の分散状況を示す。波上側係留索の平均張力が 1.52N であったのに

対し、CH12 で最大張力 14.24N が計測されており、8.13 倍の張力集中が確認された。 

波入射角 β＝30°における係留索の平均張力と最大張力の比較を図 5-13 に示す。本実験で

は、波入射角 β＝30°の場合、平均張力に対し CH8～18 では 7 倍程度、CH19～24 では 3.5 倍

程度の最大張力が作用した。 

 

 

図 5-12 被災波相当波浪の波入射角β＝30°（H6_10-085b）における張力の分散状況 
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図 5-13 波浪単独作用時（波入射角β＝30°）の最大張力と平均張力の比較 

5.3 波力と風圧荷重の比較 

アイランドに作用する波力と風圧荷重の比較を行うため、波浪単独作用時と風単独作用

時、波浪・風同時作用のケースについて合計張力を比較した。 

それぞれのケースについて、合計張力の最大値を比較した結果を図 5-14 に示す。被災波

相当の波浪条件（F6_10-085、H6_10-085）において、波力と風圧荷重はおおむね同等の値と

なった。ただし、水上設置型太陽光発電の設計風速は 35m/s～40m/s 程度であるのに対し、

本実験は風速 10m/s（実スケールで風速 20m/s）で実施している。このことから、設計風速

発生時の風圧荷重は波力に比べ 4 倍程度大きいと考えられる。また、全てのケースにおい

て、波浪・風同時作用時の張力は波浪単独作用時の張力と風単独作用時の張力の合計値より

大きくなった。これは、波浪・風同時作用時は波浪によりフロートが動揺し、風や波浪に対

する受圧面積が大きくなることが要因と考えられる（図 5-9 ではフロートだけでなくパネル

にも波浪が作用している様子が確認できる）。 
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図 5-14 波力と風圧荷重の比較 

5.4 フロートの動揺特性 

(1) 概要 

フロートの動揺特性を把握するため、モーションキャプチャを用いてフロート（パネル）

の傾斜角を計測し、入射波の波形勾配と比較した。 

以降に示すフロート（パネル）の傾斜角は、図 5-15 のようにパネルの初期角度（約 10°）

からの変化量を示している。計測に当り、モーションキャプチャのトラッカーをフロート端

部列（A 列）および中央列（B 列）のパネルに設置した（図 5-16 参照）。 
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図 5-15 フロート（パネル）の傾斜角 

 

 

図 5-16(1/2) トラッカーの設置箇所(フロート 6 列) 

 

 
図 5-16(2/2) トラッカーの設置箇所(フロート 3 列) 

(2) 波形勾配 

入射波の波形勾配は次式にて算出した。 

波形勾配＝
ு

௅／２
 ＝2𝐻／𝐿 

ここで、𝐻：入射波高（m）、𝑇：入射波周期（s）、𝐿：波長（m）（深海波長とし、𝐿 ൌ

1.56・𝑇ଶ） 
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図 5-17 波形勾配 

(3) フロート（パネル）の傾斜角と波形勾配の関係 

1) 波浪単独作用時 

図 5-18～図 5-20 に各波高の短周期のケースにおけるフロート（パネル）の傾斜角と波形

勾配の比較を示す。また、長周期のケースの代表として波高 5.0cm、周期 1.0s のケースを図

5-21 に示す。波高 2.0cm および波高 5.0cm の短周期のケース（図 5-18、図 5-19）において

は、波上側 1 列目のフロートが最も大きく傾斜し、波下側へ行くにつれて傾斜角が小さくな

った。波高 10.0cm、周期 0.85s のケース（図 5-20）は、波高 10.0cm のなかで最も周期が短

い波浪条件であるが、上記のような波上側のフロートが大きく傾斜する現象は確認できず、

全てのフロートで同程度の傾斜角が確認された。図 5-21 に示した波高 5.0cm、周期 1.0s の

ケースにおいては、波高 10.0cm、周期 0.85s（図 5-20）のケースと同様に、全てのフロート

で同程度の傾斜角が確認された。周期 1.0s 以上の全てのケースにおいて同様の傾向が確認

された。 

波上側 1 列目のフロートに着目し、フロート（パネル）の傾斜角と波形勾配を比較したグ

ラフを図 5-22 に示す。全てのケースにおいて、フロート（パネル）の傾斜角は波形勾配と

正の相関を持つことが確認された。周期 0.85s 以上の硬接合部タイプ（Hard Type、実機フロ

ートと同程度の荷重-変位特性を有する）においては、フロート（パネル）の傾斜角は波形

勾配に対して 1.3 倍程度となりおおむね一致した。周期 0.6s、0.7s のケースについては、波

形勾配と比べてフロート（パネル）の傾斜角が小さくなった。また、全てのケースにおいて

柔接合部タイプ（Flexible Type）の方が硬接合部タイプ（Hard Type）と比べて傾斜角が大き

くなった。 
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図 5-18 短周期のケースにおけるフロート（パネル）の傾斜角と波形勾配の比較（波高 2.0cm） 

 

 
図 5-19 短周期のケースにおけるフロート（パネル）の傾斜角と波形勾配の比較（波高 5.0cm） 

 

 
図 5-20 短周期のケースにおけるフロート（パネル）の 

傾斜角と波形勾配の比較（波高 10.0cm） 
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図 5-21 長周期のケースにおけるフロート（パネル）の傾斜角と波形勾配の比較（代表と

して波高 5.0cm、周期 1.0s を示す） 

 

 

図 5-22 波上側 1 列目におけるフロート（パネル）の傾斜角と波形勾配の比較 
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2) 波浪・風同時作用時 

図 5-23 に被災波相当波浪における波浪・風同時作用時のフロート（パネル）の傾斜角と

波形勾配の比較を示す。また、波上側 1 列目のフロートに着目し、フロート（パネル）の傾

斜角と波形勾配を比較したグラフを図 5-24 に示す。波上側 1 列目フロートの傾斜角の変化

量が波浪単独作用時と比べ小さくなった（図 5-23 参照）。また、波形勾配に対してフロー

トの傾斜角の変化量が小さくなった（図 5-24 参照）。これは、波浪単独作用時と比べ、波

上側の係留索に大きな張力が発生し、波上側 1 列目のフロートが係留索に引っ張られるこ

とにより、傾斜角の変化が抑えられたと考えられる。波浪・風同時作用時の全てのケースに

おいて同様の傾向が確認された。 

 

 
図 5-23 被災波相当波浪における波浪・風同時作用時におけるフロート（パネル）の傾斜

角と波形勾配の比較 

 

 

図 5-24 波上側 1 列目におけるフロート（パネル）の傾斜角と波形勾配の比較 
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6. 考察 

・ 係留索に作用する張力と波力算定式の比較結果より、当該波力算定式は、波高が比較的

小さくフロートがあまり動揺しない条件においては適用することができる。 

・ ただし、高波浪条件においては精度が低下することが確認されたことから、高波浪条件

においては、水理実験により波力を適切に評価する必要がある。 

・ 本実験では、係留索に張力を出来得る限り均等に作用させるため、係留索長を均一とし、

アイランドに対して正面から外力を作用させた。このような条件下においても、特定の

係留索に張力が集中する現象が確認され、波入射角 β＝0°のとき、平均値に対して 2 倍

程度の最大張力が確認された。 

・ 斜め入射（波入射角 β＝30°）の場合は張力の集中現象が更に顕著となり、平均値に対し

て 7 倍程度の最大張力が確認された。 

・ 係留設計に当っては、こうした張力の集中現象を踏まえて張力を適切に評価し、設計に

反映する必要がある。 

・ 波浪・風同時作用時の張力と、波浪単独作用時と風単独作用時の張力合計を比べた場合、

波浪・風同時作用時の張力が大きくなった。これは、波浪・風同時作用時は波浪により

フロートが動揺し、風や波浪に対する受圧面積が大きくなったことが要因と考えられる。 

・ アイランドに作用する荷重を算定するに当っては、水理実験を実施し、波力と風圧荷重

を適切に評価する必要がある。 

・ フロート（パネル）の傾斜角と波形勾配を比較し、両者が正の相関を持つことを確認し

た。実機フロートと同程度の荷重-変位特性を有する硬接合部タイプ（Hard Type）にお

いては、フロート（パネル）の傾斜角が波形勾配とおおむね一致することを確認した。 
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